
 

平成 23 年 5 月 31 日 

国土交通省住宅局  

東日本大震災への主な対応（住宅・建築関係） 
 

１．被災建築物応急危険度判定について 

  延べ8,494名の被災建築物応急危険度判定士により、95,172件の判定を実施。11,576件

について、危険（赤）と判定（平成23年5月30日10時現在）。      参考資料１ 

 

２．応急仮設住宅の供給について 

  これまでに、岩手県は14,000戸、宮城県は23,000戸を必要戸数として公表。福島県は現

時点での市町村からの要請が約15,200戸。茨城県は10戸、栃木県は20戸、千葉県は230

戸、長野県は55戸を必要戸数として公表。国土交通大臣から、3月14日、4月5日に(社)

住宅生産団体連合会に対し協力を要請。また、岩手、宮城、福島各県に対し、(社)住宅生産

団体連合会の生産能力を示した上で、早期発注の取組を依頼。 

  応急仮設住宅の供給に当たっては、被災地域の復興支援・雇用創出の観点も踏まえ、地域

の工務店などの建設業者などによる住宅供給を促進することとし、各県においてそれぞれ県

内事業者を中心に応急仮設住宅の建設事業者を公募した他、地域の労働力を最大限活用する

ことについて応急仮設住宅の供給を行う事業者に対して要請。       参考資料２ 

 

３．公営住宅等及び民間賃貸住宅の活用について 

  公営住宅等について、被災者に対して提供可能な空き室及び入居状況は以下のとおり（全

国、平成23年5月30日現在）。 

 公営住宅等 ＵＲ賃貸住宅 国家公務員宿舎・雇用促進住宅

提供可能な空き室 約23,000戸 約5,100戸 約28,000戸 

入居状況 約5,600戸が入居決定 760戸が入居決定 約5,000戸が提供済み 

  民間賃貸住宅について、被災地の各県が応急仮設住宅として借上げを実施し、11,901 戸

の入居決定（平成23年5月26日現在）。 

  広域的に確保されている公営住宅等の情報を一元的に提供し、申込の円滑化を図るため、

「被災者向け公営住宅等情報センター」を設置。             参考資料３ 

 

４．被災住宅補修のための無料診断・相談制度について 

  被災した住宅の補修・再建に資するため、無料の診断及び相談を実施することとし、①住

まいるダイヤルにおける被災地専用フリーダイヤルの設置、②被災主要都市における相談窓

口の設置、③現地での無料相談・診断を実施。              参考資料４ 

 

５．建築基準法に基づく建築制限 

  宮城県及び石巻市が、建築基準法84 条の規定に基づき、4月8日に建築制限区域等を指

定し、建築物の建築の制限を実施。4月12日に期限を5月11日まで延長。 

  被災地において災害発生の日から最長8カ月間建築制限を行えることとする「東日本大震

災により甚大な被害を受けた市街地における建築制限の特例に関する法律」が4月28日に

成立、4月29日に公布・施行。                     参考資料５ 
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  宮城県及び石巻市が上記特例法の規定に基づき、5 月 11 日に建築制限区域等を指定し、

建築物の建築の制限を5月12日から9月11日まで実施（石巻市は制限区域を5月28日に

拡大）。 

 

６．平成23年度補正予算による被災者の安定した住まいの確保に向けた取組 

  災害公営住宅の整備や、用地の取得・造成等に係る地方公共団体の負担を軽減するための

支援策を充実し、東日本大震災による被災者向けの公営住宅の供給を強力に促進。 

参考資料６ 

（１）災害公営住宅の整備支援 

 激甚災害による災害公営住宅の建設又は買取りに係る費用に対する補助率の引上げ   

（国：3/4、地方1/4） 

 激甚災害による災害公営住宅に係る用地の取得造成費に対する補助 

（国：3/4、地方1/4） 

 既存の住宅を借り上げて公営住宅にする場合の共同施設等の整備費に対する補助率

の引上げ（国：3/5、地方：1/5、民間：1/5） 

（２）公営住宅の買取改修、空家改修支援 

 既存住宅を買い取って供給する公営住宅や、空家となっている公営住宅の改修費に対

する補助（国：3/4、地方：1/4） 

（３）高齢者生活支援施設等の整備支援 

 公的賃貸住宅等に併設する高齢者生活支援施設等※の整備費に対する補助 

（国：1/2、地方：1/6、社会福祉法人・民間等：1/3） 

※ 高齢者生活支援施設（デイサービス施設、生活相談サービス施設等）、障害者福祉施設（グループ

ホーム、ケアホーム等）、子育て支援施設（保育所、放課後児童クラブ等） 

  住宅金融支援機構の災害復興住宅融資において融資金利の引下げ等を行うとともに、住宅

の被害を伴わない宅地の補修を融資対象とする災害復興宅地融資を新設することにより、被

災者の自力による住宅の再建等を強力に支援。              参考資料７ 

 

７．平成23年度当初予算による公募事業に関する東日本大震災への対応 

  東日本大震災の被災においては、住宅の再建等が始まるまでに時間を要することが見込ま

れるため、平成23年度当初予算による公募事業のうち、一定の要件に該当すれば補助の対

象となる以下の事業について、東日本大震災の被災地においては、募集期間の延長等の特例

措置を実施。 

（１）木のいえ整備促進事業                       参考資料８ 

中小住宅生産者により供給される木造の長期優良住宅の建設費への助成について、被災

地においては募集期間の延長（被災地以外の受付期間：本年 8 月 31 日まで、被災地の受

付期間：来年1月20日まで）を行うとともに、被災地向けの申請枠を確保。 

（２）サービス付き高齢者向け住宅整備事業                参考資料９ 

 高齢者住まい法の改正により創設される「サービス付き高齢者向け住宅」の建設費等に

対する助成について、被災地において実施される事業を優先。 



参考資料１
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被災建築物応急危険度判定について 

 
○ 被災建築物応急危険度判定  

応急危険度判定は、余震などによる二次災害を防止するため、市町村が大地震により

被災した建築物を調査し、倒壊の危険性や外壁・窓ガラスの落下などの危険性を判定す

るものである。 

判定結果は、建築物の見やすい場所に表示され、居住者はもとより付近を通行する歩

行者などに対してもその建築物の危険性について情報提供することとしている。 

  

 

判定ステッカーの区分 

『判定ステッカー』

  赤：「危 険」 この建築物に立ち入ることは危険 

黄：「要注意」 この建築物に立ち入るときは十分注意 

緑：「調査済」 この建築物は使用可能 

 

○ 被災建築物応急危険度判定士（平成 22 年 3 月末現在、全国で 102,268 名） 

調査を実施する判定士は、建築士等の資格を有する地方公共団体の行政職員や民間人

を対象に都道府県知事が応急危険度判定に関する講習会等を実施して認定登録する。 

 

○ 東北地方太平洋沖地震における実施状況（平成 23 年 5 月 30 日 10 時現在） 

判定件数（件） 
地震名 判定士 

判定期間 危険 要注意 調査済 
(発生日) （人） 計 

（赤） （黄） （緑） 

東北地方太平洋沖地震

(H23.3/11) 
3/11～  11,576 23,113 60,483 95,172 8,494 

兵庫県南部地震 
1/18～2/9 6,476 9,302 30,832 46,610 6,468 （

参
考
） 

(H7.1/17) 

新潟県中越地震 10/24～

11/10 
5,243 11,122 19,778 36,143 3,821 

(H16.10/23) 
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参考資料２

応急仮設住宅の供給について 

 

（１）概況 

① これまでに、岩手県は１４,０００戸、宮城県は２３,０００戸を必要戸数として公表。

福島県は現時点での市町村からの要請は約１５,２００戸。茨城県は１０戸、栃木県は

２０戸、千葉県は２３０戸、長野県は５５戸を必要戸数として公表している。このため、

国土交通大臣から、３月１４日、４月５日に (社)住宅生産団体連合会に対し、協力を

要請している。また、岩手、宮城、福島各県に対し、(社)住宅生産団体連合会の生産能

力を示した上で早期発注の取組みを依頼してきたところ。 

 

② ５月３１日時点で、岩手県２９０地区（１３，２５５戸）、宮城県２１４地区 

（１４，９３９戸）、福島県１２４地区（１１，３８６戸）、茨城県２地区（１０戸）、

千葉県３地区（２３０戸）、栃木県１地区（２０戸）、長野県２地区（５５戸） 

（計：６３６地区、３９，８９５戸）が着工または着工予定となっている。 

（岩手県では計６,９５５戸、宮城県では計１１，３９４戸、福島県では計６,７４１戸、 

茨城県では計１０戸、千葉県では計２３０戸、栃木県では計２０戸、長野県では４０戸、

合計２５，３９０戸が完成） 

 

（２）用地の確保 

応急仮設住宅の建設用地を確保するため、国有地や国の機関が保有している用地等を

積極的に活用することとし、被災各県に情報提供を行い、用地確保を支援するとともに、

必要に応じ、民間企業が所有している土地や農地を活用することとし、各県に対し、必

要な助言等を行っている。 

岩手県、宮城県、福島県の３県に対し、用地の確保など建設の支援のため、３月１２

日より国土交通省職員４名を派遣しているほか、３月１７日より地方自治体職員等を派

遣しており、５月３１日時点で２１行政庁・都市再生機構職員あわせて６１名が支援に

当たっている。 

 

（３）輸入住宅の活用 

被災地において迅速に応急仮設住宅を供給するためには、輸入は有力な選択肢となる。

阪神・淡路大震災の場合、３，０００戸以上の住宅を輸入し、応急仮設住宅として活用

した。 

応急仮設住宅として、輸入住宅を活用するかどうかは、基本的には各県の判断である

が、現在、すまいづくりまちづくりセンター連合会が国土交通省の支援のもと、提案を

受け付け（受付期間４月１５日～２５日）、整理した提案（合計２３の国・地域、 

３２２件）を被災県へ提示（５月９日）することで、被災県による仮設住宅の調達の支

援を進めている。 

 

（４）地元業者の活用等 

① 応急仮設住宅の供給に当たっては、被災地域の復興支援・雇用創出の観点も踏まえ、

地域の工務店などの建設業者などによる住宅供給を促進することとし、各県の取組を支

援する。 
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  このため、各県に対し、標準的な仕様や建設・アフターサービス等の要件の設定を助

言し、各県においてそれぞれ県内事業者を中心に応急仮設住宅の建設事業者を公募する

こととしている。 

 

［岩手県］ 

公募時期：４月１８日（月）～５月２日（月） 

事業者の要件：岩手県内に本店又は営業所を有する事業者 

募集戸数：２，０００戸以上 

募集結果：８９事業者、約１１，０００戸の応募 

選定結果：２１事業者を選定 

 

  ［宮城県］ 

公募時期：４月１９日（火）～４月２８日（木） 

事業者の要件：宮城県内に本店又は営業所を有する事業者 

募集戸数：非公表 

募集結果：１５６事業者（うち要件適合７７事業者）  

（応急仮設住宅の供与事務を委託されている各市町村にリストを送付済み） 

 

  ［福島県］ 

公募時期：４月１１日（月）～４月１８日（月） 

事業者の要件：福島県内に本店を置く事業者 

募集戸数：輸入住宅と併せて４，０００戸 

募集結果：２８事業者、約１６，０００戸の応募 

選定結果：１２事業者を選定 

 

② 被災地域における雇用の創出の観点も踏まえ、応急仮設住宅の建設に当たっては、地

域の労働力を最大限活用することとし、応急仮設住宅の供給を行う事業者に対し要請し

ている。 

 

（５）コミュニティの維持等についての配慮 

応急仮設住宅の入居については、被災者、特に高齢者などが安心して居住できるよう

に、地域の実情に応じ、従前のコミュニティが可能な限り維持されるよう配慮するもの

とする。 

  このため、入居者選定に当たる地方公共団体に対し、必要な助言を行うなど積極的に

協力する。 

  併せて、一定規模以上の応急仮設住宅の建設に際しては、集会所などコミュニティに

必要な施設を併設するなど、きめ細かい取組みが行われるよう各県を支援する。 

 

（６）資材対応 

 応急仮設住宅の供給に必要な資材については、その確保に支障が生じないよう、関係

省庁が連携して取り組むとともに、全国的な資材の需給状況について、引き続き注視し

ていく。 



岩手県住田町（すみたちょう）の応急仮設住宅について 

 

（概要） 住田町産の木材（主に杉材）を利用した戸建ての応急仮設

住宅。町の第三セクター住田住宅産業が施工し、町有地に   

９３戸を建設。 

さらに、岩手県の県内事業者公募に応募し、60戸を今後建

設する予定。 
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概  要 

→ 通常の災害では、被災後２ヶ月以内に復興に向けたまちづくりの方針を定 
 め、被災後最長２年の建築制限が可能となる被災市街地復興推進地域を都市 
 計画決定することが見込まれる 
→ 東日本大震災で未曾有の甚大な被害を受けた市町村には、都市計画の方針 
 の策定や諸手続の実施が困難な地域もあり、実質的に２ヶ月以内の都市計画 
 決定は不可能な状況。 
 期間の延長が必要である旨、宮城県からの要望（４月８日付）。 

    被災地域における市街地の健全な復興の支障となるような建築を防止するため、建

築基準法第８４条により、災害が発生した日から１ヶ月以内の期間においては、特定行
政庁は区域を指定し、期間を限って、その区域内における建築物の建築を制限・禁止
することができる（延長の場合、最長で２ヶ月まで可能）。 

施策の現状・背景 

●東日本大震災により甚大な被害を受けた市街地における建築制限の 
 特例に関する法律 

【東日本大震災における宮城県・石巻市の状況】 

   平成２３年３月１１日（金）  東日本大震災の発生 
          ４月 ８日（金）  建築制限区域・期間の指定（～１１日） 
           ４月１２日（火）  建築制限区域・期間の指定を１ヶ月延長（～５月１１日） 

震
災
発
生 

指
定 

発
生
１
ヶ
月 

延
長 

 

発
生
２
ヶ
月 

3/11 4/8 4/11 4/12 5/11 

    東日本大震災により甚大な被害を受けた市街地を所轄する特定行政庁は、災害発

生の日から６ヶ月（延長の場合、最長で８ヶ月）以内の期間に限って、指定した区域の
建築を制限・禁止できることとする。 

震
災
発
生 

指
定 

発
生
１
ヶ
月 

延
長 

発
生
２
ヶ
月 

3/11 4/8 4/11 4/12 

発生から最長８ヶ月（11／11）
まで建築制限が可能 

11/11 

    平成２３年４月２２日（金）閣議決定･国会提出、４月２９日（金）公布･施行 
スケジュール 

5/11 

 東日本大震災により甚大な被害を受けた市街地の健全な復興を図るため、特定行政
庁は、区域を指定し、災害発生の日から６ヶ月（延長の場合、最長で８ヶ月）まで建築の
制限・禁止を行えるよう特例措置を設ける。 

参考資料５ 
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東日本大震災による被災者向けの公営住宅の供給を強力に促進するため、災害公営住宅の整備
や用地の取得・造成等に係る地方公共団体の負担を軽減するための支援策の充実を図る。 

○ 平成23年度補正予算による国庫補助の概要： 

災害発生の日から３年間は、当該災害により住宅を失った者  ※ 同居親族要件・入居収入基準は適用除外 

1/5 

国 

地方 

事業者 
1/5 

3/5 
3/4 

1/4 

3/4 

1/4 

建
設
・買
取
費 

用
地
費 

地方 

国 

地方 

国 

買取 
3/4 被災者入居 既存住宅 

改修 
3/4 災害公営 

改修 
3/4 公営空家 

【買取改修】 

【空家改修】 

○ 災害公営住宅（激甚災害）の入居者： 

※ 赤字は拡充事項 

被災者入居 

対象事業費 
東日本大震災（激甚災害） 通常 

国 地方 民間 国 地方 民間 

① 建設・買取り 
建設費・買取費 ３／４  １／４ - １／２ １／２ - 

用地取得造成費 ３／４ １／４ - - １ - 

② 借上げ 共用部分整備費 ３／５   １／５ １／５ １／３ １／３ １／３ 

③ 買取改修・空家改修   改修費 ３／４ １／４ - １／２ １／２ - 

共同施設等 専用部分 

① 建設・買取りの場合 ② 借上げの場合 ③ 買取改修・空家改修の場合 

補助のイメージ 

事業の内容 

東日本大震災における復興支援①（災害公営住宅等の整備） 
参

考
資
料
６
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東日本大震災による被災者の日常生活上の利便性・安全性を確保し、高齢者や障害者等のニーズ
に対応する生活支援サービスの提供を図るため、公的賃貸住宅団地における高齢者生活支援施設
等の整備について、民間事業者及び地方公共団体の負担を軽減するための支援策の充実を図る。 

○ 平成23年度補正予算による国庫補助の概要： 

① 高齢者生活支援施設 ： デイサービス施設、生活相談サービス施設、診療所、訪問看護ステーション 等  

② 障 害 者 福 祉 施 設 ： グループホーム、ケアホーム、身体障害者福祉センター 等 

③ 子 育 て 支 援 施 設 ： 保育所、放課後児童クラブ、児童家庭支援センター 等 

○ 対象施設（高齢者生活支援施設等）： 

国 

整備 

事業者 

1/4 地方 

3/4 

1/3 

2/3 

1/3 

1/6 

1/2 

・ 公的賃貸住宅団地における高齢者生活支援施設等の整備費の１／２ 

事業のイメージ 

事業の内容 

補助のイメージ 
介護や医療を提供する施設の整備 
 デイサービス施設、生活相談サービス施設、 
 診療所、訪問看護ステーション   等 

地域全体に介護や医療を提供 

公営住宅、サービス付き
高齢者向け住宅などの公
的賃貸住宅等 

東日本大震災における復興支援②（生活支援施設等の整備） 

11 



地域材を活用した住まいづくりの推進 

県営鳴石アパート 地場材を活用し地域特性にも配慮  

• 岩手県営住宅として初めての木造公営住宅。積極的に地場材を活用。 
• 夏季にエアコンが不要となるように開口部や軒を深く計画。 
• また、雨水貯水タンクを設けて、洗車、散水等に雨水を活用。 
• 太陽光発電を利用した団地内庭園灯や次世代省エネ基準レベルの適合など、環境に

配慮した住宅。 
 

※岩手県土地開発公社が「エコタウン鳴石」として公営住宅用地と分譲宅地を整備 
※震災後、エコタウン鳴石には避難所、仮庁舎が設置 

（岩手県陸前高田市） 

地域資源 
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地域材を活用した住まいづくりの推進 

山古志地域における「中山間地型復興住宅」（新潟県長岡市） 

・平成16年に発生した新潟中越地震より被災した山古志地域での復興事業。 
・地域の気候風土（豪雪）に対応し、住文化（山の暮らし）が継続でき、一定水準以上の性 
 能をもつ「中山間地型復興住宅」を整備。 

 

地域の工務店や市、建材メーカー等が連携し実現した、自立
型再建による中山間地型復興住宅 

貴重な平地である小学校跡地を活用
して建設した公営「竹沢団地」 

地域資源 
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阪神・淡路大震災時に、恒久住宅への入居に関して従前地や応急仮設住宅で形成されたコミュニティを
維持できるよう、また早期に新たなコミュニティを形成されるよう、兵庫県営住宅７団地においてコレク
ティブハウジングを供給。 

シルバーハウジング 
ライフサポートアドバイザー（LSA)によ

る相談や、緊急通報システム等の
サービスが付帯した住宅 

共同利用ふれあい空間 
居間・食堂・台所・ 

図書コーナー・洗濯コーナー等 

新しい住まい方 

 

 

ひょうごふれあい住宅 

南本町ふれあい住宅（兵庫県神戸市） 
・中規模団地。RC造５階建て27戸。 
・別棟の一般住棟（48戸）との併設団地。 

１Ｆ  ２Ｆ 

ひょうご復興 
コレクティブハウジング 

ひょうご復興コレクティブハウジング  コミュニティ 

複数の世帯が食事スペース等を共有し、共同生活を営むための住宅（コレクティブハウジング）を整備 

14 



住宅金融支援機構 災害復興住宅融資の拡充等  

１．災害復興住宅融資の拡充 

（１）災害復興住宅融資の融資金利の引下げ 
災害復興住宅融資（建設・購入）の基本融資額の融資金利について、 

当初５年間は０％、６～１０年目は通常金利から△約０．５％引下げ 
（１％引下げ後のフラット３５Sの金利水準並み） 
 ※補修の融資金利は、当初５年間１％まで引下げ 
 

（２）災害復興住宅融資（建設・購入）の元金据置・返済期間の延長 
最長３年（現行）から最長５年に延長 

 

（３）災害復興住宅融資の申込期間の延長 
 現行のり災日から２年以内との取扱いを５年以内（平成２７年度末まで 

の申込み分）に延長      

通常金利 

個人負担部分 

５年     １０年  通常金利 ０％ 

△約０．５％ 

災害復興住宅融資（建設・購入） 
基本融資額の融資金利 

引下げのイメージ 

拡充等の概要 

２．災害復興宅地融資の新設 
住宅には被害がなく、宅地のみに被害が生じた場合の融資の新設＜財政援助法で措置＞ 
 ※災害復興宅地融資の金利については、災害復興住宅融資（建設・購入）の融資金利とする             

当初５年間 ：0％  
６～１０年目：通常金利＊から 
       △約0.5％引下げ 
１１年目以降：通常金利＊ 

＊通常金利は、財投金利＋0.2％ 

東日本大震災により被害を受けた住宅等について再建等を図ろうとする者に対して、災害復興住宅融資に
おいて融資金利の引下げ等を行うとともに、住宅の被害を伴わない宅地の補修を融資対象とする災害復興
宅地融資を新設することにより、被災者の自力による住宅の再建等を強力に支援する。 

参
考

資
料

７
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事業の概要 

中小住宅生産者により供給される木造住宅で、下記の要件を満たす長期優良住宅に対する支援を実施 

○ 中小住宅生産者により供給される下記の要件を満たす長期優良住宅の建設費への助成（限度額100万円/戸）を実施。 
 

○ 上記に加えて、地域材を活用した地域資源活用型の長期優良住宅の供給を促進するため、下記の要件を満たす地域
材活用に係る費用への助成（限度額100万円/戸に20万円/戸を上乗せ）を実施。 

○ 中小住宅生産者による長期優良住宅の取組の普及促進 
○ 地域材を活用した長期優良住宅の普及 

１戸当たり 

建設費の１割以内 
かつ 

100万円を限度 
に補助 

支
援 

１戸当たり 
上記に加えて、 

20万円を限度 
に補助 

支
援 

中小住宅生産者により 
供給される木造住宅 

長期優良住宅 

地域材 

持続可能な森林経営に
資する地域材の活用 

《 補助の要件 》 

土台 

桁 

柱 

梁 

柱・梁・桁・土台の過半において、
都道府県の認証制度などにより産
地証明等がなされている木材
（※）を使用 

《 補助の要件 》 

長期優良住宅の認定 
所定の住宅履歴情報 
の整備 

建設過程の公開により、
関連事業者や消費者
等を啓発 

木のいえ整備促進事業 

※次のイからハまでのいずれかに該当するものとする。 
 イ 都道府県等による産地証明制度により認証された木材等 
 ロ 民間の第三者機関により認証された森林から産出された木材等 
 ハ 林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のため 
  のガイドライン」（平成１８年２月）に基づき合法性が証明された木材等 

参
考

資
料

８
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サービス付き高齢者向け住宅整備事業 

事業イメージ 

＜要件＞ 

 「サービス付きの高齢者向け住宅」として登録 
○ 高齢者住まい法の改正により創設される

「サービス付き高齢者向け住宅」として登録さ
れることが補助金交付の条件 

 その他の要件 
○ サービス付き高齢者向け住宅として10年以上

登録するもの 
○ 高齢者居住安定確保計画との整合等を地方

公共団体が確認したもの 
○ 入居者の家賃の額が、近傍同種の住宅の家

賃の額と均衡を失しないように定められるもの 
○ 入居者からの家賃等の徴収方法が、前払いに

よるものに限定されていないもの 
 

 
○高齢者生活支援施設を合

築・併設する場合は、新築・
改修費にも補助 

＜補助率＞  

   住宅 ： 
     新築  1/10（上限   100万円／戸）     
     改修※１  1/3 （上限   100万円／戸） 
   高齢者生活支援施設※２ ：  
     新築  1/10（上限1,000万円／施設）  
     改修   1/3 （上限1,000万円／施設） 
                          

※１ 住宅の改修は、共用部分及び加齢対応構造等（バリアフリー化）に係る工事に限る。 
※２ 高齢者生活支援施設の例： デイサービス、訪問介護事業所、居宅介護支援事業所、診療所、 
                      訪問看護事業所、食事サービス施設、生活相談サービス施設 等 

参
考

資
料
９
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